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NY マーケットレポート（2018 年 9 月 11 日） 
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NY市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 市場では、序盤に発表された米経済指標が良好な結果となったことに加え、トランプ米大統領がカナダと

の通商交渉に期待を示したことを受けて、ドル買い円売りが先行し、ドル円・クロス円は堅調な動きとなっ

た。また、米国の追加利上げ観測や入札結果を受けて、2 年債利回りが 2008 年 7 月以来、約 10 年 2 ヵ月ぶ

りの高水準となるなど、米国の長短金利上昇も加わり、ドルは堅調な動きが続いた。米株式市場では、電子

機器大手や石油セクターが買われたことが全体を押し上げる要因となり、ダウ平均株価は 3 営業日ぶりに反

発、一方ハイテク株中心のナスダックや S&P500は続伸となった。 

 

主要な米経済指標結果 

8 月米 NFIB 中小企業楽観指数 108.8（予想 108.1・前回 107.9） 

 

出所：Bloomberg 

 

7 月米 JOLT 求人件数  693.9 万件（予想 667.5万件・前回 666.2 万件⇒682.2 万人） 

7 月の米求人件数は前月比 11.7万件増加の 693.9 万件となり、過去最高を更新した。雇用された労働者は 568

万人と前月からほぼ変わらず、離職率は 2.4％（前月 2.3％）に上昇し、2001年以来 17年ぶり高水準。自発

的離職者は 358 万人（前月 348万人）、解雇者は 160 万人（前月 165万人）に減少。求人件数は製造業や娯楽・

ホスピタリティー、金融・保険で増加。一方で小売りや教育サービス、連邦政府では減少した。7月までの 1

年間に雇用された労働者は 6670 万人、自発的離職者と解雇者の合計であるセパレーションは 6420 万人で、

差し引き 250万人の雇用純増となった。 
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出所：Bloomberg 

 

7 月米卸売在庫（前月比） 0.6％（予想 0.7％・前回 0.7％） 

7 月米卸売売上高（前月比） 0.0％（予想 0.1％・前回 -0.1％⇒-0.2％） 

7月の米卸売在庫高は、前月比+0.6％の 6363億 4100万ドル、前年比は+5.0％だった。耐久財は前月比+0.8％、

木材は+2.1％、電気製品が+0.3％、機械が+1.2％となったが、自動車は-1.1％となった。非耐久財は+0.3％

となり、農産物が+1.4％、石油製品は-1.7％だった。同時に発表された 7 月の卸売売上高は、前月比横ばい

の 5056億 500万ドル、前年比は+9.8％。耐久財は横ばいで、金属製品が+0.8％、自動車は-0.3％、専門機器

は-2.5％。非耐久財は-0.1％となり、農産物が-2.1％、石油製品が-0.5％、紙製品は+0.5％だった。 

 

出所：Bloomberg 
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出所：Bloomberg 

 

ダウ平均は 3営業日ぶりに反発、ナスダックや S&P500は続伸 

米株式市場は、新製品発表会を開く電子機器大手の大幅上昇や、原油価格の大幅上昇で石油が買われたこと

が全体を押し上げる要因となった。ダウ平均株価は、序盤軟調な動きとなったものの、その後は上昇に転じ

て一時 162 ドル高まで上昇した。その後は、上げ幅を縮小し 113 ドル高で終了し、3 営業日ぶりに反発とな

った。一方、ハイテク株中心のナスダックや S&P500は続伸となった。 

 

出所：Bloomberg 
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出所：データを基に SBILMが作成 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


